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12月10日（水）まで

本年最後の給与支給
日の前日まで

平成27年1月5日（月）
まで

12月中の市町村条例
で定める日まで

①　源泉徴収所得税・特別徴収住民税の納付（11月分）

②　給与所得の年末調整

③　法人の確定申告、納付、延納の届出（平成26年10月期）
法人税、復興特別法人税、法人事業税、法人事業所税、法人
住民税、消費税

④　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長（平成26年９月期）
２カ月延長（平成26年８月期）

⑤　消費税確定申告（１カ月ごと）（平成26年10月期）
⑥　消費税確定申告（３カ月ごと）（１、４、７、10月期）
⑦　法人の中間申告納付（４月期）
法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、法人住民税

⑧　消費税の中間申告納付
直前期年税額4,800万円超（１カ月ごと）10月期を除く。
直前期年税額400万円超（３カ月ごと）１、４、７月期

⑨　固定資産税（都市計画税）の第３期分納付

①　源泉徴収所得税は所得税および復興特別所得税の源泉徴収税
額表による。

②　受給者から保険料控除・住宅取得控除等の申告書の提出を受け、
給与の支払者を経由して給与所得者の所轄税務署長に提出する。

③～⑦　法人の事業年度（課税期間）終了日は各月末日とする。

④　申告期限延長法人の納付延長期間には利子税が賦課されるの
で、事業年度終了後２カ月以内である法定期限内に法人税額の見
込納付を行う（通則法64①）。

⑤～⑥　消費税の課税期間特例選択届出書の変更は、当該変更後
の課税期間の開始日の前日までが変更届出書の提出期限である。

⑦　法人の中間申告納付は、直前期年税額の半分が法人税10万円
超、消費税額24万円超の場合である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

会
　
　
計

実
務
対
応
報
告
18
号
の
見
直
し
等
、

引
き
続
き
検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、実
務
対
応
専
門
委

会
　
　
計

先
端
設
備
等
投
資
支
援
ス
キ
ー
ム

に
お
け
る
契
約
変
更
時
の
借
手
の

会
計
処
理
、公
開
草
案
公
表
へ
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

去
る
11
月
５
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
66
回
実
務
対
応
専
門
委

員
会
を
開
催
し
た
。

今
回
は
主
に
実
務
対
応
報
告
18

号
の
見
直
し
に
つ
き
、
第
64
回
専

門
委
員
会
お
よ
び
第
２
９
６
回
企

業
会
計
基
準
委
員
会
で
の
議
論（
本

誌
２
０
１
４
年
10
月
10
日
号（
№

１
３
９
３
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）を

踏
ま
え
、
事
務
局
よ
り
、
今
回
の
改

正
範
囲
に
含
め
る
項
目
と
対
応
案
が

次
の
よ
う
に
示
さ
れ
、
検
討
さ
れ
た
。

①　
の
れ
ん
の
取
扱
い

・
の
れ
ん
の
取
扱
い
に
つ
き
、
修
正
範

囲
を
明
確
に
す
る
か
ど
う
か

→
連
結
決
算
手
続
に
お
い
て
、連
結
修

正
を
行
う
範
囲
を
限
定
的
に
す
る

こ
と
を
明
確
に
す
る
。

・
適
用
初
年
度
の
期
首
に
存
在
す
る
の

れ
ん
の
償
却
期
間
の
取
扱
い

→
在
外
子
会
社
が
米
国
会
計
基

準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
４
―
02
号
に
基
づ
き
償
却

処
理
を
選
択
し
た
の
れ
ん
は
、改
正

18
号
の
適
用
後
で
も
原
則
、従
前
の

償
却
期
間
を
継
続
す
る
が
、こ
の
選

択
を
契
機
に
連
結
財
務
諸
表
に
お

け
る
の
れ
ん
の
償
却
期
間
を
見
直

す
こ
と
が
合
理
的
と
判
断
さ
れ
る

場
合
は
、会
計
上
の
見
積
り
の
変
更

と
す
る
。

②　
少
数
株
主
損
益
の
会
計
処
理

→
国
際
的
な
会
計
基
準
と
の
差
異
の

解
消
に
伴
い
、改
正
を
行
う
。

③　
退
職
給
付
会
計
の
取
扱
い

→
現
行
18
号
の
当
面
の
取
扱
い
の「
⑵

退
職
給
付
会
計
に
お
け
る
数
理
計

算
上
の
差
異
の
費
用
処
理
」は
、
Ｉ

Ａ
Ｓ
19
号「
従
業
員
給
付
」と
の
細

か
い
差
異
に
つ
い
て
企
業
会
計
基

準
26
号「
退
職
給
付
に
関
す
る
会
計

基
準
」に
従
っ
た
修
正
を
求
め
る
趣

旨
で
は
な
い
点
を
明
確
化
す
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
専
門
委
員
か
ら

は
、「
償
却
期
間
の
変
更
は
会
計
方
針

の
変
更
に
な
る
の
で
は
な
い
か
」な

ど
償
却
期
間
に
関
す
る
意
見
や
疑
問

が
複
数
聞
か
れ
た
。＊

な
お
、
今
回
は
前
回
ま
で
に
議
論

が
進
ん
で
い
た「
退
職
給
付
会
計
に

お
け
る
複
数
事
業
主
制
度
の
注
記
の

見
直
し
」の
公
開
草
案
の
文
案
も
議

論
さ
れ
た
。
今
後
は
、
企
業
会
計
基

準
委
員
会
で
公
表
に
向
け
て
の
審
議

が
さ
れ
る
予
定
。

去
る
11
月
６
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
２
９
９
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

リ
ー
ス

実
務
対
応
報
告
31
号「
リ
ー
ス
手

法
を
活
用
し
た
先
端
設
備
等
投
資
支

援
ス
キ
ー
ム
に
お
け
る
借
手
の
会
計

処
理
等
に
関
す
る
実
務
上
の
取
扱

い
」13
項
で
、
別
途
定
め
る
こ
と
と

し
て
い
る「
契
約
変
更
時
の
借
手
の

会
計
上
の
取
扱
い
」に
つ
い
て
、
こ

れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
た
公
開
草

案
の
文
案
が
事
務
局
か
ら
提
示
さ

れ
、
審
議
が
行
わ
れ
た
。

論
点
と
な
っ
て
い
た「
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
か
オ
ペ
レ
ー

テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
取
引
か
の
再
判

定
に
お
い
て
現
在
価
値
基
準
を
適
用

す
る
場
合
の
現
在
価
値
の
算
定
に
用

い
る
割
引
率
」に
つ
い
て
は
、「
契
約

変
更
後
の
条
件
に
基
づ
い
て
当
初
の

リ
ー
ス
取
引
開
始
日
に
お
け
る
貸
手

の
計
算
利
子
率
を
知
り
得
る
場
合
」
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フラッシュ

計
で
あ
る
」と
い
う
の
は
明
ら
か
な
誤

解
で
あ
る
。
ま
た
、
金
融
危
機
で
は
、

銀
行
が
債
権
に
対
し
て
公
正
価
値
を

使
用
し
て
多
額
の
減
損
損
失
を
計
上

す
る
と「
取
り
付
け
騒
ぎ
」の
誘
発
に

つ
な
が
る
た
め
、
減
損
損
失
の
計
上
の

要
求
は
望
ま
し
く
な
い
と
し
て
、「
公

正
価
値
会
計
悪
玉
論
」が
展
開
さ
れ

た
こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
。
た
だ
し
、

前
記
に
示
し
た
よ
う
に
、
公
正
価
値

に
は
客
観
性
が
な
い
も
の
が
あ
る
こ
と

は
事
実
で
あ
る
が
、
問
題
は「
取
得
原

価
の
ま
ま
減
損
し
な
い
こ
と
」と「
客

観
性
は
完
全
に
担
保
さ
れ
な
い
公
正

価
値
を
使
用
し
て
減
損
損
失
を
計
上

す
る
こ
と
」の
い
ず
れ
が
よ
り
望
ま
し

い
か
と
い
う
こ
と
に
帰
着
す
る
と
筆

者
は
思
って
い
る
。

批
判
へ
の
対
応
と
し
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

で
は
、
客
観
性
が
な
い
公
正
価
値
の
基

礎
情
報（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
・
米
国
基
準
で
は

イ
ン
プ
ッ
ト
と
呼
ん
で
い
る
）に
関
し
て

は
、
客
観
性
の
な
い
イ
ン
プ
ッ
ト
の
金

額
や
増
減
、
公
正
価
値
の
計
算
方
法

な
ど
の
か
な
り
詳
細
な
開
示
を
要
求

し
て
い
る
。
今
後
も
、
公
正
価
値
を

使
用
す
る
現
在
の
会
計
が
以
前
の
取

得
原
価
主
義
に
逆
行
す
る
こ
と
は
考

え
ら
れ
ず
、
財
務
諸
表
の
利
用
者
は
、

公
正
価
値
の
限
界
を
認
識
す
る
と
と

も
に
、
こ
の
開
示
を
利
用
し
て「
公
正

価
値
」を
上
手
に
利
用
し
て
も
ら
い
た

い
と
節
に
願
う
次
第
で
あ
る
。

長
谷
川　

茂
男（
中
央
大
学
専
門
職
大

学
院
特
任
教
授
）

グローバル会計
の視点

グローバル会計
の視点

時　価時　価

損
損
失
を
計
上
す
る
と
し
て
い
る（
日

本
基
準
も
同
様
に
減
損
損
失
を
計
上

す
る
）。
減
損
損
失
は
資
産
の
現
在

の
価
値
を
基
礎
に
し
て
計
算
す
る
が
、

こ
の
現
在
の
価
値
が「
時
価
」で
あ
り
、

「
公
正
価
値
」で
あ
る
。

問
題
は
、
こ
の「
公
正
価
値
」の
計

算
が
単
純
で
は
な
い
こ
と
に
あ
る
。

上
場
株
式
を
保
有
す
る
場
合
の「
公

正
価
値
」は
、
株
式
市
場
で
公
表
さ

れ
る
価
格
が
あ
る
の
で
誰
も
が
理
解

で
き
る
が
、
有
形
固
定
資
産
や
貸
付

金
や
売
掛
金
な
ど
の
そ
の
他
の
資
産

の「
公
正
価
値
」は
そ
う
簡
単
に
は
い

か
な
い
。
資
産
が
生
み
出
す
将
来
の

キ
ャッ
シ
ュ・
フ
ロ
ー
を
基
礎
に「
公
正

価
値
」を
計
算
す
る
Ｄ
Ｃ
Ｆ
法
な
ど
の

方
法
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ

れ
ら
の
方
法
で
は
多
く
の
見
積
り
を

含
む
こ
と
に
な
る
。
見
積
り
を
含
む

と
い
う
こ
と
は
客
観
性
が
担
保
さ
れ

な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

公
正
価
値
の
使
用
に
は
多
く
の
誤

解
や
批
判
が
あ
る
。
し
か
し
、「
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
は
時
価
主
義
で
あ
り
、
す
べ
て

の
資
産
・
負
債
を
時
価
評
価
す
る
会

お
寿
司
屋
さ
ん
の
寿
司
ネ
タ
の
値

段
表
に
、「
時
価
」と
示
さ
れ
て
い
る
の

を
み
か
け
た
こ
と
が
あ
る
と
思
う
。
こ

の「
時
価
」の
意
味
は
、
価
格
が
大
き

く
変
動
す
る
た
め
、
定
額
で
示
し
て

損
を
す
る
リ
ス
ク
を
回
避
す
る
こ
と

に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
つ
ま
り
、「
時

価
」と
い
う
用
語
は
、
物
の
値
段（
価

格
）は
変
動
す
る
こ
と（
価
格
変
動
リ
ス

ク
）を
示
し
て
い
る
。
会
計
の
世
界
で

も
こ
の「
時
価
」の
用
語
は
使
用
さ
れ

る
。
た
と
え
ば
、
旧
商
法
で
の「
時
価

以
下
主
義
」や
連
結
会
計
に
お
け
る

全
部
時
価
・
部
分
時
価
で
あ
る
。
ま

た
、
近
年
は
、「
時
価
」と
同
様
な
意
味

で「
公
正
価
値（fair value

）」の
用
語

が
使
用
さ
れ
、
米
国
で
は
１
９
９
０
年

代
か
ら「m

ark to m
arket

」と
い
う

用
語
も
使
用
さ
れ
て
い
る
。「m

ark to 
m

arket

」は
直
訳
で
は
、「
市
場
に
印

を
付
け
に
い
く
」だ
が
、「
時
価
評
価
」

と一般
的
に
は
訳
さ
れ
て
い
る
。

さ
て
、近
年
の
会
計
で
は
、こ
の「
公

正
価
値
」の
使
用
頻
度
が
増
加
し
て
い

る
。
な
ぜ
、
使
用
頻
度
が
増
加
し
て

い
る
の
だ
ろ
う
か
。
資
産
を
取
得
原

価
の
ま
ま
据
え
置
く「
取
得
原
価
主

義
」で
は
、
通
常
、
含
み
損
は
資
産
の

売
却
時
・
除
却
時（
倒
産
の
場
合
も

含
む
）に
費
用
と
し
て
計
上
さ
れ
る
こ

と
が
多
い
。
財
務
諸
表
の
利
用
者
は
、

そ
れ
ら
の
損
失
を
よ
り
早
期
に
計
上

す
べ
き
と
考
え
る
。
そ
れ
に
対
応
し

て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
含
み
損
の
部
分
は

資
産
の
定
義
を
満
た
さ
な
い
の
で
、
減

は
当
該
利
率
、「
知
り
得
な
い
場
合
」

は「
契
約
変
更
後
の
条
件
に
基
づ
い

て
当
初
の
リ
ー
ス
取
引
開
始
日
に
お

け
る
借
手
の
追
加
借
入
に
適
用
さ
れ

て
い
た
で
あ
ろ
う
と
合
理
的
に
見
積

ら
れ
る
利
率
」と
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。
こ
れ
は
、「
貸
手
の
計
算
利
子
率

を
知
り
得
る
場
合
に
は
利
用
し
て
も

よ
い
の
で
は
」と
い
う
意
見
に
対
応

し
た
も
の
。

委
員
か
ら
は
特
段
の
反
対
意
見
は

聞
か
れ
ず
、
次
回
の
委
員
会（
11
月

18
日
）に
お
い
て
公
開
草
案
の
公
表

議
決
が
行
わ
れ
る
予
定
。

実
務
対
応
報
告
18
号
の
見
直
し

第
66
回
実
務
対
応
専
門
委
員
会

（
本
欄
参
照
）で
の
議
論
も
踏
ま
え
、

審
議
が
行
わ
れ
た
。

「
適
用
初
年
度
の
期
首
に
存
在
す

る
の
れ
ん
の
償
却
期
間
の
取
扱
い
」

に
関
し
て
、「
在
外
子
会
社
が
償
却
処

理
を
選
択
し
た
こ
と
を
契
機
と
し

て
、
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
の
れ

ん
の
償
却
期
間
を
見
直
す
こ
と
が
合

理
的
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
場
合

は
、
会
計
上
の
見
積
り
の
変
更
と
し

て
取
り
扱
う
」こ
と
が
、
事
務
局
か

ら
提
案
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、「
大

き
な
差
異
を
除
い
て
在
外
子
会
社
の

米
国
基
準
・
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
処
理
を
受

け
入
れ
る
と
い
う
18
号
の
趣
旨
か
ら

考
え
る
と
、『
合
理
的
な
場
合
』で
は

な
く『
不
合
理
的
で
な
い
限
り
』で
よ

い
」な
ど
、
子
会
社
に
お
け
る
償
却

期
間
を
受
け
入
れ
る
こ
と
で
よ
い
と

す
る
意
見
が
聞
か
れ
た
。

日
本
公
認
会
計
士
協
会
は
、
現
在

適
用
さ
れ
て
い
る
一
連
の
会
計
制
度

委
員
会
報
告
等
に
関
す
る
字
句
修
正

等
の
所
要
の
見
直
し
の
一
環
と
し

て
、
次
の
実
務
指
針
等
の
改
正
を
公

表
し
た（
①
は
11
月
７
日
に
、
②
・

③
は
11
月
12
日
に
公
表
。
改
正
は
い

ず
れ
も
11
月
４
日
付
け
）。

①　
会
計
制
度
委
員
会
報
告
15
号「
特

別
目
的
会
社
を
活
用
し
た
不
動
産

の
流
動
化
に
係
る
譲
渡
人
の
会
計

処
理
に
関
す
る
実
務
指
針
」お
よ
び

「
特
別
目
的
会
社
を
活
用
し
た
不
動

産
の
流
動
化
に
係
る
譲
渡
人
の
会

計
処
理
に
関
す
る
実
務
指
針
に
つ

い
て
の
Ｑ
＆
Ａ
」

②　
「
金
融
商
品
会
計
に
関
す
る
Ｑ
＆

Ａ
」

③　
会
計
制
度
委
員
会
報
告
４
号「
外

貨
建
取
引
等
の
会
計
処
理
に
関
す

る
実
務
指
針
」

①
の
実
務
指
針
で
は
、
平
成
13
年

３
月
31
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
不
動
産

の
流
動
化
取
引
に
関
す
る
経
過
措

会
　
　
計

会
計
制
度
委
員
会
報
告
等
の
見

直
し
、相
次
い
で
公
表
─
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
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国
際
会
計

デ
リ
バ
ティ
ブ
と
ヘ
ッ
ジ
に
関
す
る

Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

置
規
定
が
削
除
さ
れ
る
と
と
も
に
、

不
動
産
の
流
動
化
取
引
の
更
新（
リ

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
）時
の
適
用
お
よ
び

会
計
処
理
が
明
確
化
さ
れ
た
。ま
た
、

こ
の
改
正
に
合
わ
せ
て
、
監
査
・
保

証
実
務
委
員
会
実
務
指
針
90
号「
特

別
目
的
会
社
を
利
用
し
た
取
引
に
関

す
る
監
査
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
の

Ｑ
＆
Ａ
」も
改
正
さ
れ
て
い
る
。

②
で
は
、
Ｑ
16
に
お
い
て
、
持
分

法
の
適
用
対
象
と
な
っ
て
い
る
子
会

社
・
関
連
会
社
が
親
会
社
株
式
等
を

保
有
す
る
場
合
に
つ
い
て
、
親
会
社

等
の
持
分
相
当
額
を
自
己
株
式
と
し

て
純
資
産
の
部
の
株
主
資
本
か
ら
控

除
し
、
投
資
勘
定
を
同
額
減
額
す
る

こ
と
が
明
示
さ
れ
た
。

③
で
は
、
設
例
４（
複
数
の
外
貨

建
金
銭
債
権
債
務
等
と
為
替
予
約
等

と
の
対
応
）に
お
け
る「
売
掛
金
へ
の

為
替
予
約
の
振
当
」の
計
算
の
明
確

化
な
ど
が
行
わ
れ
た
。

な
お
、
①
は
平
成
27
年
４
月
１
日

以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用

と
さ
れ
、
②
・
③
は
平
成
26
年
11
月

４
日
か
ら
適
用
と
さ
れ
て
い
る
。

去
る
11
月
３
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
４
―
16「
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
と

ヘ
ッ
ジ（
ト
ピ
ッ
ク
815
）
―
株
式
の

形
式
で
発
行
さ
れ
た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

金
融
商
品
の
な
か
の
ホ
ス
ト
契
約
が

負
債
と
資
本
の
ど
ち
ら
に
よ
り
似
て

い
る
か
の
決
定
」を
公
表
し
た
。

株
式
の
形
式
で
発
行
さ
れ
た
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
の
な
か
に
デ
リ

バ
テ
ィ
ブ
が
組
み
込
ま
れ
て
い
る
場

合
、「
ホ
ス
ト
契
約
の
性
質
が
負
債
と

資
本
の
ど
ち
ら
に
似
て
い
る（akin

）

の
か
」と「
組
込
み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ

の
経
済
的
特
徴（characteristic

）

と
リ
ス
ク
が
ホ
ス
ト
契
約
の
経
済

的
特
徴
と
リ
ス
ク
に
明
ら
か
に

（clearly

）密
接
に（closely

）関
連

し
て
い
る
か
ど
う
か
」に
つ
い
て
の

評
価
が
要
求
さ
れ
る
。
ホ
ス
ト
契
約

が
資
本
に
似
て
い
る
場
合
、
組
込
み

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
特
徴（
た
と
え
ば
、

転
換
オ
プ
シ
ョ
ン
）は
、
ホ
ス
ト
契

約
の
経
済
的
特
徴
と
リ
ス
ク
に
明
ら

か
に
密
接
に
関
連
し
て
お
り
、
区
分

処
理
さ
れ
な
い
。

株
式
の
形
式
で
発
行
さ
れ
た
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
の
な
か
の
ホ
ス

ト
契
約
の
性
質
が
負
債
と
資
本
の
ど

ち
ら
に
似
て
い
る
の
か
の
評
価
に
お

い
て
、
企
業（
発
行
者
と
投
資
者
）に

よ
り
現
在
使
用
さ
れ
て
い
る
方
法
は

お
お
む
ね
２
つ
で
あ
る
。
１
つ
の
方

法
は
、
組
込
み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
特

色（feature

）を
含
む
ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
金
融
商
品
の
す
べ
て
の
条
件
と
特

色
を
考
慮
し
、
他
の
方
法
は
、
組
込

み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
特
色
を
除
く
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
の
す
べ
て
の

条
件
と
特
色
を
考
慮
す
る
。
異
な
っ

た
方
法
を
使
用
す
る
こ
と
は
、
経
済

的
に
は
類
似
の
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融

商
品
に
つ
い
て
異
な
っ
た
会
計
処
理

を
生
じ
る
こ
と
も
あ
る
。
こ
の
Ａ
Ｓ

Ｕ
の
目
的
は
、
実
務
で
の
２
つ
の
異

な
っ
た
方
法
の
使
用
を
な
く
し
、
実

務
上
の
多
様
性
を
排
除
す
る
こ
と
に

あ
る
。

こ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
現
行
の
ハ
イ
ブ

リ
ッ
ド
金
融
商
品
の
な
か
の
組
込
み

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
区
分
に
要
求
さ
れ

る「
経
済
的
特
徴
と
リ
ス
ク
の
規
準
」

を
変
更
し
て
い
な
い
。

Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
株
式
の
形
式
で
発
行

さ
れ
た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
に

つ
い
て
、
企
業（
発
行
者
と
投
資
者
）

は
、
組
込
み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
特
色

を
含
む
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
の

す
べ
て
の
規
定
さ
れ
た
ま
た
は
暗
示

さ
れ
た
実
質
的
な（substantive

）

条
件
と
特
色
を
考
慮
し
、
関
連
す
る

事
実
と
状
況
を
基
礎
に
各
条
件
と
特

色
を
ウ
エ
イ
ト
付
け
す
る
こ
と
で
、

ホ
ス
ト
契
約
の
性
質
を
決
定
す
る
こ

と
を
明
確
に
し
て
い
る
。
関
連
す
る

条
件
と
特
色
の
実
質
性
の
評
価
で

は
、
以
下
を
考
慮
す
る
。

⑴　
条
件
と
特
色
そ
の
も
の
の
特
徴

（
た
と
え
ば
、
条
件
付
き
か
無
条
件

か
、イ
ン
・
ザ
・
マ
ネ
ー
か
ア
ウ
ト
・

オ
ブ
・
マ
ネ
ー
か
）

⑵　
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
が
発

行
ま
た
は
取
得
さ
れ
た
状
況（
た
と

え
ば
、
発
行
者
の
資
本
が
十
分
か
、

不
足
し
て
い
る
か
）

⑶　
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商
品
の
潜

在
的
な
結
果（
た
と
え
ば
、
商
品
の

決
済
方
法
）お
よ
び
潜
在
的
な
結
果

の
可
能
性

Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
公
開
事
業
企
業
に
修

正
遡
及
ア
プ
ロ
ー
チ（
適
用
初
年
度

の
期
首
の
利
益
剰
余
金
の
修
正
と
し

て
累
積
的
影
響
額
を
認
識
す
る
）に

よ
り（
た
だ
し
、
遡
及
適
用
も
認
め

ら
れ
る
）、
２
０
１
５
年
12
月
16
日

以
降
に
開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用
さ

れ
、
早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。

な
お
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
Ｉ
Ａ
Ｓ
39
号

「
金
融
商
品
：
認
識
及
び
測
定
」で
は
、

組
込
み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
経
済
的
特

徴
と
リ
ス
ク
が
ホ
ス
ト
契
約
の
経
済

的
特
徴
と
リ
ス
ク
に
明
ら
か
に
密
接

に
関
連
し
て
い
な
い
こ
と
が
、
組
込

み
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
区
分
処
理
の
１

つ
の
条
件
で
あ
る
こ
と
は
米
国
基
準

と
同
じ
で
あ
る
が
、
株
式
の
形
式
で

発
行
さ
れ
た
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
金
融
商

品
の
な
か
の
ホ
ス
ト
契
約
の
性
質
が

負
債
と
資
本
の
ど
ち
ら
に
似
て
い
る

の
か
に
つ
い
て
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
な

い
。

経理用語の豆知識
先端設備等投資支援スキームの会計処理

「リース手法を活用した先端設備等導入促進補償制度推進事
業事務取扱要領」におけるリース契約に基づくリース取引につい
て、基金設置法人とリース事業者（貸手）により締結された先端
設備等導入支援契約に基づくものに係る借手の会計処理および
開示について実務対応報告で示されている。

当該スキームがファイナンス・リース取引に該当するかどうかに
ついて、再リースに係るリース期間またはリース料を解約不能の
リース期間またはリース料総額に含めるかどうかについては、他
のリース取引と同様にリース適用指針に定められている要件に基
づいて判定すべきであるとされている。

変動リース料（リース対象物件の稼動量により変動するリース
料）については、リース取引開始日における借手による合理的な
見積額により、リース会計基準およびリース適用指針に定めるリー
ス料総額に含めて取り扱うこととされている。



経理情報●2014.12.1（No.1398）7

フラッシュ

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2014年
11月10日

会社法の一部を改正する法律及び会社法
の一部を改正する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律の施行に伴う
金融庁関係政令の整備に関する政令（案）

金融庁
会社法等の改正に伴い、金融庁関係政令を整備するも
の。コメント期日は、2014年12月10日。
http://www.fsa.go.jp/news/26/20141110-1.html

―

2014年
11月10日 営業秘密管理指針改訂案 経済産業省

「知的財産推進計画2014」等を受けて、改訂するもの。
コメント期日は、2014年12月10日。
http://www.meti.go.jp/feedback/index.html

―

金
　
　
融

悪
性
イ
ン
フ
レ
の
リ
ス
ク
を
高
め

る「
量
的・質
的
金
融
緩
和
」

証
　
　
券

黒
田
バ
ズ
ー
カ・シ
ョ
ッ
ク
の
行
方

日
本
銀
行
は
、
10
月
31
日
の
金
融

政
策
決
定
会
合
で「
量
的
・
質
的
金

融
緩
和
」の
拡
大
を
決
定
し
た
。
マ

ネ
タ
リ
ー
ベ
ー
ス
の
10
～
20
兆
円
拡

大
、
長
期
国
債
買
入
額
の
30
兆
円
拡

大
と
平
均
残
存
年
限
長
期
化
、
Ｅ
Ｔ

Ｆ
、
Ｊ
―
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
の
買
入
額
を
３

倍
に
増
額
す
る
も
の
で
あ
る
。

今
回
の
決
定
会
合
の
声
明
文
で

は
、
判
断
理
由
と
し
て
こ
の
と
こ
ろ

み
ら
れ
る
原
油
価
格
の
下
落
が
短
期

的
に
物
価
下
押
し
圧
力
と
な
り
、
デ

フ
レ
マ
イ
ン
ド
転
換
の
遅
延
に
つ
な

が
る
リ
ス
ク
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
、

と
し
て
い
る
。
声
明
文
で
は
こ
れ
が

唯
一
の
理
由
だ
。
１
つ
の
商
品
価
格

の
短
期
的
な
上
げ
下
げ
に
ま
で
、
日

本
の
金
融
政
策
が
左
右
さ
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
の
も
前
代
未
聞
で
驚
き
だ

が
、
黒
田
総
裁
の
目
的
が
目
先
の

２
％
イ
ン
フ
レ
率
の
達
成
以
外
に
何

も
考
え
て
い
な
い
よ
う
な
印
象
が
あ

る
。
米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
の
よ

う
な
デ
ュ
ア
ル（
イ
ン
フ
レ
率
と
マ

ク
ロ
で
み
た
雇
用
状
況
の
改
善
）マ

ン
デ
ー
ト
と
い
っ
た
バ
ラ
ン
ス
の
取

れ
た
目
標
が
あ
る
な
ら
ま
だ
よ
い

が
、
イ
ン
フ
レ
率
だ
け
に
こ
だ
わ
っ

て
雇
用
市
場
や
賃
金
も
い
ず
れ
は
改

善
す
る
は
ず
、
と
い
っ
た
無
責
任
な

考
え
方
を
、
い
つ
ま
で
続
け
ら
れ
る

の
だ
ろ
う
か
。
そ
も
そ
も
そ
れ
以
前

の
問
題
と
し
て
、
実
体
経
済
が
改
善

す
る
結
果
と
し
て
イ
ン
フ
レ
率
が
上

昇
し
雇
用
市
場
も
改
善
、
労
働
者
の

賃
金
も
上
昇
す
る
の
が
順
序
な
の

に
、
経
済
の
道
理
に
適
わ
な
い
そ
の

逆
を
実
現
し
よ
う
と
し
て
い
る
と
こ

ろ
に
無
理
が
あ
る
。

こ
れ
は
、
安
倍
政
権
全
体
の
政
策

と
し
て
い
え
る
点
だ
。
円
安
の
メ

リ
ッ
ト
が
い
ず
れ
デ
メ
リ
ッ
ト
を

克
服
す
る
、
株
高
、
不
動
産
価
格
高

に
よ
る
い
わ
ゆ
る
資
産
効
果
が
持

続
的
な
景
気
拡
大
に
つ
な
が
る
、
と

考
え
て
い
る
よ
う
だ
が
、
円
安
の
メ

リ
ッ
ト
も
資
産
効
果
も
現
状
で
は
デ

メ
リ
ッ
ト
を
補
っ
て
余
る
ほ
ど
効
果
は

大
き
く
な
い
。
４
月
の
消
費
税
率
引

上
げ
の
個
人
消
費
の
落
込
み
か
ら
政

府
・
日
銀
が
想
定
し
た
回
復
が
実
現

し
て
い
な
い
事
実
が
証
明
し
て
い
る
。

む
し
ろ
不
動
産
価
格
・
株
価
の
上
昇

を
伴
っ
て
諸
物
価
が
上
昇
し
て
も
、

景
気
は
そ
れ
ほ
ど
改
善
傾
向
が
み
ら

れ
な
い
ま
ま
に
、
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ
型
の

悪
性
イ
ン
フ
レ
の
リ
ス
ク
が
高
ま
っ
て

い
る
と
考
え
る
べ
き
だ
ろ
う
。

10
月
末
と
い
う
思
い
が
け
な
い
タ

イ
ミ
ン
グ
で
、
黒
田
日
銀
の
バ
ズ
ー

カ
砲
２
弾
が
炸
裂
し
た
。
金
融
の
量

的
緩
和
を
さ
ら
に
強
力
に
推
進
す
る

た
め
に
、
長
期
国
債
、
上
場
投
資
信

託
、
Ｊ
―
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
な
ど
を
買
い
ま

く
る
と
い
う
の
だ
。

黒
田
総
裁
は
、
２
年
で
２
％
と
い

う
イ
ン
フ
レ
目
標
の
達
成
が
不
透
明

に
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と
を
緩
和
推

進
の
理
由
に
挙
げ
た
。
今
は
デ
フ
レ

脱
却
の
正
念
場
に
あ
る
、
と
い
う
認

識
を
示
し
た
。
量
的
緩
和
は
さ
ら
に

円
安
を
促
進
し
、
物
価
を
引
き
上
げ

る
。
目
標
達
成
に
は
一
番
手
っ
取
り

早
い
。

し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
円
安
で
輸

入
物
価
が
上
昇
し
、
原
材
料
高
に
苦

し
む
中
小
企
業
の
苦
境
、
輸
入
商
品

の
値
上
が
り
に
対
す
る
消
費
者
の
不

満
な
ど
が
相
当
浸
透
し
て
き
て
い

る
。
円
安
は
一
部
の
輸
出
大
企
業
を

潤
す
だ
け
で
、
ま
す
ま
す
格
差
拡
大

を
深
刻
に
す
る
の
で
は
な
い
か
、
と

い
う
声
も
高
ま
っ
て
い
る
。

そ
こ
へ
、
黒
田
総
裁
は
ド
カ
ン
と

円
安
材
料
を
ブ
チ
上
げ
た
の
で
あ

る
。
苦
渋
の
決
断
で
あ
っ
た
ろ
う
。

し
か
し
、
今
回
の
決
断
に
対
す
る
評

価
は
今
後
の
経
過
を
み
な
け
れ
ば
ま

だ
下
せ
な
い
。

と
こ
ろ
が
、
株
式
市
場
は
、
円

安
は
買
い
と
い
う
単
純
な
反
応

で
、
あ
っ
と
い
う
間
に
日
経
平
均
は

１
万
７
、０
０
０
円
台
を
回
復
し
た
。

２
日
間
で
９
％
強
の
上
昇
で
あ
る
。

株
式
市
場
全
体
で
み
る
と
、
円
安

が
輸
出
産
業
に
も
た
ら
す
プ
ラ
ス
効

果
は
内
需
産
業
が
受
け
る
円
安
ダ

メ
ー
ジ
を
上
回
る
と
い
う
形
で
、
株

価
を
押
し
上
げ
て
当
然
で
は
あ
る

が
、
株
価
が
上
が
る
ペ
ー
ス
が
早
過

ぎ
た
。
投
資
尺
度
か
ら
み
る
と
、
す

で
に
日
本
株
価
の
割
安
感
は
薄
れ
て

き
て
い
る
。
９
月
中
間
決
算
の
実
績

に
、
さ
ら
に
収
益
上
積
み
が
求
め
ら

れ
よ
う
。

株
価
上
昇
は
、
消
費
税
率
再
引
上

げ
の
決
断
を
迫
ら
れ
て
い
る
安
倍
内

閣
へ
の
応
援
歌
と
な
っ
た
。
と
こ
ろ

が
、
政
治
の
世
界
で
は「
一
寸
先
は

闇
」と
い
う
政
治
格
言
を
地
で
い
く

動
き
が
起
き
て
き
た
。
安
倍
首
相
は

報
道
に
よ
る
と
、
再
引
上
げ
を
先
送

り
し
て
、
衆
議
院
解
散
、
総
選
挙
に

打
っ
て
出
る
と
い
う
の
で
あ
る
。
追

い
込
ま
れ
る
よ
り
も
、
先
手
を
打
っ

て
情
況
を
打
開
し
よ
う
と
い
う
作
戦

な
の
か
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
な
に
や

ら
小
泉
内
閣
時
の
郵
政
改
革
解
散
を

連
想
さ
せ
る
話
で
あ
る
。こ
の
と
き
、

小
泉
首
相
は
国
会
で
否
決
さ
れ
た
郵

政
改
革
の
是
非
を
国
民
に
問
い
、
大

勝
利
を
得
た
後
に
自
分
の
政
策
を
可

決
さ
せ
た
。
安
倍
首
相
が
こ
れ
を
再

現
で
き
る
か
ど
う
か
、
現
状
で
は

ま
っ
た
く
予
想
で
き
な
い
。


